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Ⅰ　はじめに
�　マンションの長命化を目指すとき、シンボリックな
イメージである「100年マンション」という言葉が使わ
れることが多くなっています。しかし、住み継ぐとい
うことは「現居住者」ではなく「次世代の居住者」の選
択ですから、100年を目指すとしたシンボリックな理
念だけではダメです。現居住者に求められていること
は「次世代の居住者が正しい選択ができるように準備
すること」であり、このために必要なものが「超長期の
将来を見据えた計画」と言えます。この計画をつくっ
ていることがマンションの信頼と価値につながります。

Ⅱ　マンションの持続限界
�　マンションは【人＝管理組合）】と【建物＝共用部分・
専有部分】から構成されています。マンションの高経
年化に伴い高齢居住者や所在不明者が増加すると、管
理組合役員のなり手不足やコミュニティの衰退が生
じ、管理組合が弱体化します。管理組合の弱体化が一
定レベルに達すると「【人＝管理組合）】の持続限界」
が訪れます。一方、「【建物＝共用部分・専有部分】の
持続限界」は、経年に伴う老朽化や時代変化に伴う陳
腐化に対応できなくなった時に生じます。
�　「人の持続限界」か「建物の持続限界」のどちらか
が生じた時、マンションの「終わり」が訪れます。し
かし、簡単には「終われない」のがマンションであり、
「終わる」べき時に「終われない」マンションに待っ
ているのが「管理不全」です。したがって、マンショ
ンの「終わり」を見据えることから目をそらしてはい
けません。

Ⅲ　超長期修繕基本計画の提案
�　「建物の持続限界」を見定めるとき、【物理的持続限
界】と【経済的持続限界】を考える必要がありますが、
【物理的持続限界】は現在の建築技術をもってすれば
ほとんどの場合対応できます。したがって、「建物の

持続限界」を検討する上では、【経済的持続限界】が
重要になります。
�　マンションの修繕に対する経済状況を検証する手段
としては「長期修繕計画」がありますが、一般的な「長
期修繕計画」では約25年間の将来までしか見通せませ
ん。また、ほとんどの場合、終わりを見据えず約25年
間の計画を見直し続け、マンションを永遠に存続させ
ることが前提となっています。これに対し、長期修繕
計画では見通せない遠い将来に、「終わり」を見据え
るべき時期が有るか・無いかを検証する手段が「超長
期修繕基本計画」です。
�　ここで紹介する「超長期修繕基本計画」（図参照）は、
実在の郊外団地型マンションをモデル（表参照）にした
ものであり、建物の持続限界を仮に125年程度とし、第
9回目の大規模修繕工事直前までの計画としています。
�　築125年までに必要となる計画修繕費累計額を均等
積立方式で積み立てた場合、修繕積立金額は専有面積
1㎡あたり203円／月となります。しかし、この額では
長期赤字が生じ、実際には計画が成り立ちません。長
期赤字の原因は、大規模修繕工事時の高額支出と言え
ますが、この大規模修繕工事費は各回でその額が大き
く変わります。この工事費の変動は約25年間の長期修
繕計画では予測することができず、計画の見直し時に
「修繕積立金の値上げ」として区分所有者に重くのし
かかります。区分所有者は計画見直し時の大幅な修繕
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積立金の値上げに対応できないことから、25年間を超
えるある程度の予測計画として「超長期修繕基本計画」
が必要になると言えます。

Ⅳ　「終わり」のコントロール
�　築125年、97年、83年の三つの時期にマンションの「終
わり」を設定した超長期修繕基本計画を検証しました。
計画修繕費累計額や、そのために必要となる修繕積立
金額を整理した結果、「終わり」の時期が長くなるほ
ど修繕積立金額が高くなることがわかりました。この
ことから、「終わり」の時期は、維持費用とそのマン
ションの経済価値のバランスから検討する必要がある
と言えます。

Ⅴ　マンションの終わりを見据えた
	 選択肢
�　仮に超長期修繕基本計画で「終わり」を設定した場
合でも、これは「終わり」を確約するものではなく、
延長も可能です。ただし、「終わり」の時期を短く設
定し、その後、延長するとした場合、「終わり」を見
据えて見送った工事を後から行うために、余計な修繕
費が生じてしまう場合があることに注意が必要です。

Ⅵ　超長期修繕基本計画の意味
�　「超長期修繕基本計画」のメリットは、マンション
の生涯の全体像を把握し、修繕計画をコントロールす
ることにあります。次世代の居住者の選択肢として、
「持続限界までマンションを使い続ける事」と「合理
的な時期に「終わり」を設定する事」のどちらも潰さ
ずに、超高経年期に向けた修繕計画を検討するための
手段が、超長期修繕基本計画です。

�　詳細につきましては、機構HP（https://www.jhf.
go.jp/loan/kanri/smile/customer/joho.html）に当日の
資料を掲載することとしておりますので、ご参照くだ
さい。

建設時期 1980年代前半（新耐震）

住棟形式 11階建て　（民間分譲）

規　　模 500戸程度

都心から最寄り駅までは１時間圏内であるが、最寄り駅から
マンションまではバス便、あるいは徒歩も可能だが少し距離
がある。

２回の大規模修繕工事、共用部分・専有部分給水・給湯管更
新工事・排水管更新工事等を実施しており、計画的、かつ非
常に良好に維持されている。

表　検討の対象とした事例（Ａマンション）

図　超長期修繕基本計画の提案
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（ 千 円 ）

第3回大規模

計画修繕費累計

修繕積立金改定案（均等積立）
年間合計収入：170,000 円

－内 訳－
修繕積立金収入：166,000 円

（※専有面積1㎡あたり 203 円）
管理費会計繰入金：4,000 円/年

第4回大規模
第5回大規模

第6回大規模 第7回大規模 第8回大規模

サッシ改修工事
敷地路面改修

2回目サッシ改修工事
敷地路面改修

排水管更新
2回目

外壁全面剥離
外壁中性化対策
鉄部塗装全面剥離 手摺交換

敷地路面補修
天井塗膜剥離
天井中性化対策
手摺交換

■ 修 繕 費 支 出 の 構 成
項 　 　 目 比 率

建 築 関 係 1 0 ,6 2 3 千 円 6 5 .8 %
電 気 設 備 6 6 3 千 円 4 .1 %
情 報 設 備 1 ,4 3 3 千 円 8 .9 %
消 防 設 備 4 3 6 千 円 2 .7 %
避 雷 針 設 備 1 9 千 円 0 .1 %
給 水 設 備 5 7 2 千 円 3 .5 %
排 水 設 備 7 7 2 千 円 4 .8 %
ガ ス 設 備 5 6 1 千 円 3 .5 %
EV設 備 6 9 9 千 円 4 .3 %
小 修 繕 等 3 7 8 千 円 2 .3 %

合 　 　 計 1 6 ,1 5 6 千 円 1 0 0 %
1年 あ た り 平 均 金 額 　 （ 全 体 ） 1 8 2 千 円

累 計 予 想 額 （ 8 9年 間 ）

建 築 関 係

[分 類 名]
情 報 設 備

消 防 設 備

避 雷 針 設 備

給 水 設 備

排 水 設 備 ガ ス 設 備 EV設 備

小 修 繕 等

修 繕 積 立 金 残 高修繕積立金残高

長期大幅赤字


